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１．はじめに

地震などの自然災害が発生すると、電柱の倒壊や電力設備の故障などが起こり、電気を安定して使用できなくなる可能性がある。地震などが原因で起こる自然災害が多い日本で今後生活を続けるには、この種の問題は無視できない。
　東日本大震災の発生により夏場の計画停電が実施されて以降、例えば太陽光発電設備などの自然エネルギーを利用した発電設備が注目を集めている。しかしながら太陽光発電設備により得られる電力は、日中しか発電できないだけでなく天候にも左右されるため不安定な電力といえる。太陽光発電設備で発電した電力を非常時に使用するには、蓄電設備（非常用電源）に電気を蓄えておくことが必要になる。
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例えば太陽光発電設備の非常用電源等の制御用電子機器（パソコン等）は、誘導電圧が原因で誤動作や故障を引き起こし、自然災害が発生したときに限って正常に動作しないことがある。この種の制御用電子機器の誤動作や故障は、人体等の帯電した物体が近くを移動するだけでも生じる可能性がある。人体や衣服などの電圧は、エアコンを使用した室内であれば、夏場であっても10キロボルト程度に帯電することがある。
本研究では、太陽光発電設備の制御用電子機器の誤動作を防止（信頼性を向上）させる機器設計に指針を与えることを目的として実施している。
一般に制御用電子機器の電源は、接地極付きのサンピン（3P）プラグを屋内コンセント（100ボルトあるいは200ボルト）に接続して使用するが、そのプラグの接地極を屋内接地端子に接続せずに使用する例が多い。本研究では、帯電した人体等が制御用電子機器の近くを移動したときに発生する可能性のある誤動作や故障に関する検討を行った。
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　＊　：工学院大学工学部電気システム工学科，＊＊：サレジオ工業高等専門学校機械電子工学科

＊＊＊：工学院大学名誉教授
本研究を実施した結果、非接地の金属箱（制御用電子機器）内に生じる誘導電圧は最大で2.7キロボルトになることが明らかにされた。制御用電子機器内に使用される電子部品は10ボルト以下の電圧で破壊されることもあり、本研究で得られた非接地の金属箱内に生じる2.7キロボルトの電圧は、制御用電子機器の誤動作や故障を引き起こす原因になることが明らかにされた。

本研究の成果は、太陽光発電設備の制御用電子機器の誤動作を防止するための基礎的な検討として、誤動作や故障の起こりにくく信頼性の高い太陽光発電システムの構築に応用できると思われる。

２．実験方法の概要
図２は、図１の研究モデルを想定した実験装置の配置図を表している。本実験では帯電した人体等を電圧をかけた約1メートル/秒で自走する金属板、制御用電子機器を前面のみ開口している金属箱、制御用電子機器内の電子回路基板を誘導電圧測定器具として表している。本研究で用いた誘導電圧測定法は、誘導電圧測定器具と電磁波センサを用いた非接触測定法を用いている。本実験では、誘導電圧測定器具（図２の*2）を金属箱の奥に配置したときに生じる誘導電圧を測定した。エアコンを使用した室内を想定しているため、温度約20℃、相対湿度約40%で実験を行った。
３．実験結果の概要

図３は、図２の実験装置を用いて得られた実験結果を表している。図３の左側の縦軸は、侵入率（invasion ratio R）を表している。その侵入率に帯電した物体の電圧（例えば10キロボルト）をかけると、金属箱内に配置した電子回路基板の二つの導体を模した誘導電圧測定器具に生じる誘導電圧を求められる。図３の右側の縦軸は、このようにして求めた誘導電圧を表している。図３から、以下のことがわかる。
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　金属箱内に配置した二つの導体が両方とも信号線（浮遊電位）のとき（ノーマルモードに相当）、金属箱内に生じる誘導電圧は金属箱が接地あるいは非接地であってもほとんど変わらない。誘導電圧は、最大で1キロボルトとなり、誘導電圧測定器具を金属箱の前面から約90ミリメートル以上奥に配置すると10ボルト以下になる。

　一方で金属箱内に配置した二つの導体のうち、片方が信号線（浮遊電位）で他方が接地線（基準電位）のとき（コモンモードに相当）、金属箱が接地されていない（非接地）と、金属箱には1.5キロボルトから2.7キロボルトの誘導電圧が生じる。その誘導電圧は、金属箱を接地することにより1.5キロボルトまで低減でき、誘導電圧測定器具を金属箱の前面から130ミリメートル以上奥に配置すると10ボルト以下に低減できる。
　以上の実験により得られた誘導電圧は、測定した静電容量を用いて計算した誘導電圧と同様な傾向が得られている。

　
４．おわりに
本研究では、太陽光発電設備の制御用電子機器の誤動作を防止するための基礎的な検討を行った。検討を行った結果、制御用電子機器を接地せずに用いるときは、電子機器をノーマルモードで使用することで、誘導電圧をコモンモードで使用時の約30パーセントに抑えることが可能になる。このことから、金属箱が非接地のときは、絶縁トランスの使用によりノーマルモードで制御用電子機器を使用すれば、誘導電圧を低減できる効果が得られると思われる。
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図１　本研究で想定する実験例
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正面から見た配置図
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上から見た配置図





図２　実験装置の配置図（*1は電圧をかけた金属板、*2は誘導電圧の測定器具、*3は金属箱、*4は電磁波検出器、*5はアクリル樹脂、*6は接地された金属板、*7は直流高電圧電源、*8はガイドレール）





� EMBED Visio.Drawing.11  ���図３　人体等の帯電した物体が制御用電子機器（金属箱）内に生じる誘導電圧（▽と◇は非接地の金属箱内に生じる誘導電圧、○と△は接地した金属箱内に生じる誘導電圧）
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